
障障発第０７０１００３号 

平成２０年７月１日 

 

 

各 都道府県障害保健福祉主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省 社会・援護局    

障害保健福祉部 障害福祉課長   

 

 

「就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項について」の一部 

改正について 

 

 

 最低賃金法の一部を改正する法律（平成１９年法律第１２９号）が平成１９

年１２月５日に公布され、これに伴い、最低賃金法の一部を改正する法律の施

行に伴う関係政令の整理に関する政令（平成２０年政令第１５１号）及び最低

賃金法施行規則等の一部を改正する省令（平成２０年厚生労働省令第１０１号）

が本年４月２５日をもって公布され、それぞれ、本年７月１日より施行されま

す。 

今般の法律改正等により、「就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留

意事項について」（平成１８年１０月２日障障発第１００２００３号）の一部

を別添新旧対照表のとおり改正しますので、御了知いただきますようお願いい

たします。 



  

 新  旧  

障 障 発 第 1002003号 

平 成 1 8 年 1 0 月 2 日 

                      一部改正  障 障 発 第 0701003号  

                               平 成 2 0 年 7 月 1 日  

 

  各 都道府県障害保健福祉主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部   

障害福祉課長 

 

 

就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項について 

 

 

日頃から障害保健福祉行政の実施にあたり感謝申し上げます。 

さて、平成18年10月1日からの障害者自立支援法（以下「法」という。）の本格施行に伴い、 

就労継続支援事業を含む新事業体系への移行が始まったところですが、このうち就労継続支

援事業については、Ａ型（雇用有及び雇用無）及びＢ型、さらにはこれらの事業の組み合わせ 

による多機能型と、その種別が多岐に亘ることから、下記により、就労継続支援事業利用者 

の労働者性の適正な確保について、遺漏無きようお取り計らい願います。 

 

障 障 発 第 1002003号 

平 成 1 8 年 1 0 月 2 日 

 

 

 

 

  各 都道府県障害保健福祉主管部（局）長 殿 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部   

障害福祉課長 

 

 

就労継続支援事業利用者の労働者性に関する留意事項について 

 

 

日頃から障害保健福祉行政の実施にあたり感謝申し上げます。 

さて、10月1日からの障害者自立支援法（以下「法」という。）の本格施行に伴い、就労継続 

支援事業を含む新事業体系への移行が始まったところですが、このうち就労継続支援事業に 

ついては、Ａ型（雇用有及び雇用無）及びＢ型、さらにはこれらの事業の組み合わせによる多 

機能型と、その種別が多岐に亘ることから、下記により、就労継続支援事業利用者の労働者 

性の適正な確保について、遺漏無きようお取り計らい願います。 

 

 

    



  

記 

 

１ 就労継続支援事業利用者に関する留意事項 

就労継続支援事業を利用するにあたり、各事業の利用者に対して、次の点に留意され 

たいこと。 

（１）Ａ型利用者（雇用有） 

ア A型利用者（雇用有）は、労働基準法上の労働者であることから、雇用するに当たっ 

ては、労働基準関係法令を遵守すること。 

イ 雇用労働者に最低賃金の減額の特例を行う場合は、所定の様式に、別途通知する 

添付様式を活用すること。 

 

  （２）～（３） 略 

 

２～４ 略 

 

記 

 

１ 就労継続支援事業利用者に関する留意事項 

就労継続支援事業を利用するにあたり、各事業の利用者に対して、次の点に留意され 

たいこと。 

（１）Ａ型利用者（雇用有） 

ア A型利用者（雇用有）は、労働基準法上の労働者であることから、雇用するに当たっ 

ては、労働基準関係法令を遵守すること。 

イ 雇用労働者に最低賃金の適用除外を行う場合は、所定の様式に、別途通知する添 

付様式を活用すること。 

 

（２）～（３） 略 

 

２～４ 略 

 

 


	一部改正通知.pdf
	新旧対照表.pdf



